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１．公募（申請受付）期間 
  

令和６年７月３１日(水)～８月３０日(金)１７:００ 
 

 

 

 
２．お問い合わせ 

令和６年度 宿泊施設インバウンド対応支援事業 事務局 

（東武トップツアーズ株式会社 官公庁事業部 内） 

〒108-0075 東京都港区港南 1-8-15 W ビル 18F 

担 当：北垣
き た が い

戸
と

・鷺谷
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・滝沢
た き ざ わ

 

E-mail： shukuhaku_inbound2024@tobutoptours.co.jp 
電 話： 080‐1179‐9725／080-1179-9719 

受付時間：10：00～17：00（土曜日、日曜日、祝日を除く） 
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「重要説明事項」（申請にあたっての注意点） 

 本補助金事業に係る重要説明事項を以下のとおりご案内いたしますので、必ずご確認のうえ、

ご理解いただいたうえでの申請をお願いいたします。 

 

 

１．本補助金事業は、補助金適正化法に基づき実施されます。 

 本補助金事業は、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（補助金適正化法）」に基づき実施され

ます。補助金の不正受給が行われた場合には、補助金交付決定の取消・返還命令、不正の内容の公表等や５年

以下の懲役もしくは１００万円以下の罰金に処せられることがあります。 

 申請書の内容に虚偽がある場合や、法令に違反していることが明らかな場合、当該法令による罰則のほか、

認定取消、交付決定取消や交付済み補助金の全額返還等の処分を受ける可能性があります。 

 申請書類の作成・提出に際しては、事実と異なる記載内容での申請とならないよう十分にご確認ください。 

 

２．「補助金交付決定」の通知後でないと補助対象事業に着手できません。 

 審査の結果、事業計画が認定されると、事務局から補助対象事業者に対し、計画認定の通知が行われます。

その後、補助対象事業者より補助金交付申請書を国土交通大臣に提出し、審査後、補助金の交付（支払い） 

対象としての事業の実施を正式に認める「補助金交付決定」を行い「補助金交付決定通知書」が補助対象事業

者に送付されます。事業計画が認定されたとしても「補助金交付決定」前の発注・契約・支出行為は、補助対

象外となってしまうことにご注意ください。 

 また、支出行為は、銀行振込方式が大原則です（小切手・手形による支払は不可）。 

 

３．補助事業の内容等を変更する際には事前の承認が必要です。 

 補助事業は、認定・交付決定を受けた内容で実施いただくものですが、補助事業を実施する中で、補助事業

の内容または経費の配分の変更を希望する場合（軽微な変更を除く）には、補助事業の交付の目的に沿った 

範囲内であらかじめ（契約・発注前に）、所定の「変更申請書」を提出し、その承認を受けなければなりませ

ん（内容によっては、変更が認められない可能性があります）。 

 

４．補助金交付決定を受けても、定められた期日までに実績報告書の提出がないと、補助金

は受け取れません。 

 補助金交付決定後、交付決定を受けた事業者は補助事業を実施していただきます。補助事業の完了後は、 

補助事業で取り組んだ内容を報告する完了実績報告書および支出内容のわかる関係書類等を、定められた 

期日までに提出しなければなりません。 

 もし、定められた期日までに、完了実績報告書の提出が確認できなかった場合には、補助金交付決定を 

受けていても、補助金を受け取れなくなりますので、必ず期日を守ってください。 

 

５．実際に受け取る補助金は「補助金交付決定通知書」に記載した交付金額より少なくなる

場合があります。 

 完了実績報告書等の確認時に、支出内容に補助対象外経費が含まれていることが判明した場合には、当該 

支出を除いて補助対象経費を算出していただきます。 

 

６．所定の取得財産等の目的外使用、譲渡、担保提供、廃棄等の処分には制限があります。 

 単価５０万円（税抜き）以上の機械装置等の購入や施設の改装による不動産の効用増加等このほか告示 

（平成２２年国土交通省告示第５０５号）により定められたものについては、「処分制限財産」に該当し、 

補助事業が完了し、補助金の支払いを受けた後であっても、一定の期間において処分（補助事業目的外での 

使用、譲渡、担保提供、廃棄等）が制限されます。 
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 処分制限期間内に当該財産を処分する場合には、必ず大臣に承認申請を行い、承認を受けた後でなければ

処分できません。大臣は、財産処分を承認した補助事業者に対し、当該承認に際し、残存処分制限期間等から

算出される金額の返還のため、交付した補助金の全部または一部に相当する額を納付させることがあります。

承認を得ずに処分を行うと、交付要綱違反により補助金交付取消・返還命令の対象となります。 

 

７．補助事業関係書類は事業終了後５年間保存しなければなりません。 

 補助事業者は、補助事業に関係する帳簿及び証拠書類を補助事業の完了する日の属する年度の終了後５年間

（＝２０３０年３月３１日まで）、観光庁や会計検査院からの求めがあった際にいつでも閲覧に供せるよう保存

しておかなければなりません。 

 この期間に、会計検査院による実地検査等が実施される可能性もあり、補助金の受けた者の義務として応じな

ければなりません。また検査等の結果、補助金の返還命令等の指示がなされた場合は従わなければなりません。 

 

８．国が助成する他の制度と重複する事業は補助対象となりません。 

 同一の内容について、国が助成する他の制度（補助金、委託費等）と重複する事業は補助対象事業となりませ

ん。 

 

９．補助対象経費における消費税の扱いについて 

税制上、補助金は消費税（地方消費税を含む。以下同じ）の課税対象となる売上収入ではなく、特定収入とな

るため、課税事業者である補助事業者に消費税を含む補助金が交付された場合、当該補助事業者が消費税の確定

申告を行うことで、補助事業に係る課税仕入れに伴う消費税の還付金が発生することとなるため、この還付と補

助金交付が重複しないよう、原則として補助対象経費には消費税額を含めないこととします。 

ただし、以下に掲げる補助事業者にあっては、補助事業の遂行に支障をきたす恐れがあるため、消費税を補助

対象経費に含めて補助金額を算定できるものとします。 

  ① 消費税法における納税義務者とならない補助事業者 

  ② 免税事業者である補助事業者 

③ 簡易課税事業者である補助事業者 

④ 国若しくは地方公共団体（特別会計を設けて事業を行う場合に限る。）、消費税法別表第３に掲げる法人

である補助事業者 

⑤ 国又は地方公共団体の一般会計に係る業務として事業を行う補助事業者 

⑥  課税事業者のうち課税売上割合が低い等の理由から、消費税仕入控除税額確定後の返還を選択する補助

事業者 

 

１０．個人情報の使用目的 

 本補助事業への応募に係る提出書類等により取得した個人情報は、以下の利用目的以外に利用することは 

ありません。 

 ・本補助対象事業における補助対象事業者の審査・選考・事業管理のため 

 ・補助金事業の適正な執行のために必要な事務連絡、資料送付、効果分析等のため 

 ・応募情報を統計的に集計・分析し、応募者を識別・特定できない形態に加工した統計データを作成するため 

 

１１．アンケート調査について 

 本補助金の活用事業者等に対し、補助金を活用して取り組む事業やその効果等を把握するためのアンケート

調査を実施することがあります（補助事業完了後のフォローアップ調査含む）ので、その際にはご協力をお願い

いたします。なお、アンケートに際してご提供いただいた情報は、統計処理を行い、個人を特定できない形で 

公表する可能性があります。 
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１２．その他 

 申請・補助対象事業者は、本公募要領、交付要綱、交付要領やホームページ等の案内にない細部については、

観光庁または事務局からの指示に従うものとします。 

 なお、予算が無くなり次第、公募を終了させていただきます。 
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公募要領 

１．事業の目的  

持続可能な観光に世界的な関心が高まる中、インバウンドの回復と国内交流拡大の双方を

支え、我が国が旅行先として選ばれるためにも、持続可能な観光の推進は、観光関係者が一

体となって取り組むべき喫緊の課題となっています。 

本補助金は、宿泊施設におけるインバウンド対応及びバリアフリー化を実施するために要

する経費の一部を助成する事業（以下「宿泊施設インバウンド対応支援事業」という。）を

行うことで、ストレスフリーで快適な旅行を満喫できる環境及び災害など非常時においても

安全・安心な旅行環境の整備を行うとともに、オーバーツーリズムの防止等により、地域・

旅行者の双方がメリットを享受できる環境づくりも念頭に、持続可能な観光地域づくりに資

する環境整備の促進を目的とします。 

本事業は、宿泊事業者の宿泊施設のバリアフリー化を促進することにより、当該宿泊施設

における高齢者、障害者等を含めた訪日外国人旅行者の安全・安心の確保を図る為に要する

経費の一部を補助するものです。 

 

※本補助金の交付は、予算の範囲内で行うものとします。また、その対象となる事業の実施に当

たっては、「補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律」等の規定が適用されます。 

 

２．補助対象事業者 

（１）補助対象事業 
   宿泊事業者（※１） 

（※１）旅館業法（昭和２３年法律第１３８号）第３条第１項に規定する許可を受けた者と
します。ただし、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年
法律第１２２号）第２条第６項に規定する店舗型性風俗特殊営業を営む者を除きま
す。なお、補助対象事業者は、民間事業者に限ります。 

 

※補助金の交付等（事業計画の認定を含む）は、宿泊施設名で行います。申請書類等は宿泊 

施設名（旅館名、ホテル名等）で作成し、宿泊施設を経営・運営する法人名等を併記して 

ください。 

 
（２）補助対象除外事業者 

補助対象事業の実施期間内に、今回の補助対象事業（バリアフリー化改修工事等）と同一の

事業計画で、次に該当する補助金等の給付を受ける場合は、本補助金への申請ができませんの

でご注意ください。 

①国（独立行政法人を含む）による固有の補助金等の給付を既に受けている、又は受けること

が確定している場合 

②地方公共団体による補助金等の給付を既に受けている場合で、当該補助金等の全部又は一部

が、国の補助金等を財源とする場合 

※宿泊施設事業者と工事（又は機器の発注）を請負う工事業者の代表が同一である、又は、 

企業会計が同一の会社である場合は補助対象事業者にはなりません。 
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３．補助要件 

採択に当たっての必須要件は下記の通りとします。 
 

①  宿泊業の高付加価値化のための経営ガイドラインに基づく登録制度（高付加価値経営旅

館等登録規程（令和５年観光庁告示第３号））の登録を受けた方、又は同制度の登録申請を

された方  

※申請手続き時に、登録番号の報告または登録申請受付メールの写しを添付してください。

なお、申請手続き時に登録申請受付メールの写しを添付した場合は、補助金交付（支払い）

時までに、登録を完了させた上で、登録番号を報告する必要があります。 

②  ①の登録又は登録申請はしていないが、金融商品取引法第24条に基づき有価証券報告書

を内閣総理大臣に提出する会社又はその子会社*1 及び関連会社*2 であり、かつ観光施設

における心のバリアフリー認定制度の認定を取得済み又は1年以内に取得予定である方 

※申請受付時に、有価証券報告書の提出または公開されているURLの報告をしてください。

※観光施設における心のバリアフリー認定制度の取得計画表の提出または認定通知書の写

しを添付してください。  

*1 財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第８条第３項に定義される「子会社」  

*2 財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則第８条第５項に定義される「関連会

社」 

 

③  補助対象事業の実施に当たっては、「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関す

る法律（バリアフリー法）」等の関係法令や「高齢者、障害者等の円滑な移動等に配慮した

「建築設計標準」等の宿泊施設のバリアフリー化に関する基準等を踏まえていること。 

 

４．補助対象事業等  

(1)補助対象事業 

本補助金の対象となる事業（以下「補助対象事業」）は、以下の事業とします。 

補助対象事業 具体的改修例 補助率・上限額 

①客室における改修等 

＜改修箇所＞ 
・客室出入口 
・トイレ 
・浴室 
・洗面所 
・その他客室内 
 

 
＜主な改修内容＞ 
・手すりの設置 
・スロープ（傾斜路）の設置 
・出入口の拡幅 
・開き戸から引き戸へ改修 
・聴覚障害者・視覚障害者用案内信号装置の

設置 
・車椅子使用者が利用やすい洗面台の設置 
・着脱・高さ調整可能な車いす対応 
ハンガーラックの設置  

・段差解消 
・バリアフリールームへの改修 等 

 
１／２補助 
 
①②及び③の合算

で 
上限 500 万円 
 
（※自治体と防災

協定を結んでいる

宿泊事業者に限

り、上限 1000 万

円） 
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②共用部における改修等 

＜改修箇所＞ 
・敷地内の通路 
・駐車場 
・建築物の出入口、フロント

等 
・廊下、屋内通路 
・階段 
・エレベーターその他昇降

機 
・トイレ、洗面所 
・浴室・シャワー室、脱衣室・

更衣室 
・レストラン・食堂、宴会場・

バンケットホール等 
・その他宿泊施設のバリア

フリー化を促進するため

に必要があると大臣が認

めた箇所 

 
＜主な改修内容＞ 
・手すりの設置 
・スロープ（傾斜路）の設置 
・出入口・廊下幅の拡幅 
・エレベーター又は段差解消用昇降機の設置 
・車椅子使用者用便房への改修 
・オストメイト用設備の設置 
・車椅子使用者が利用しやすい浴槽への改修 
・車椅子使用者が利用しやすいシャワールー

ム（ブース）への改修 
・開き戸から引き戸へ改修 
・聴覚障害者・視覚障害者用案内信号装置の

設置 
・着脱・高さ調整可能な車いす対応ハンガー

ラックの設置 
・視覚障害者用誘導ブロックの設置 
・段鼻の滑り止め改修 
・点字、音声等による案内版の設置 
・ピクトサインの設置 
・車椅子使用者用駐車施設の整備 等 

 
 
 
 
 
 
１／２補助 
 
①②及び③の合算

で 
上限 500 万円 
 
（※自治体と防災

協定を結んでいる

宿泊事業者に限

り、上限 1000 万

円） 

③災害対応に資する整備の

導入 

＜主な改修内容＞ 
・自家発電機の導入 
・防火シャッターの更新 等 

※①②③は、バリアフリー法等の関係法令や高齢者、障害者等の円滑な移動等に配慮した建築設計

標準等のバリアフリー化に関する基準等を踏まえた改修内容であること 

※補助金の交付決定は、計画認定額(事業計画額のうち補助金充当額)が上限となります。 

※1,000万円の補助上限を希望する場合、宿泊事業者が個別で自治体と防災協定を結んでいる場合

は、それを証する書類を提出してください。 

加入している組合で防災協定を結んでいる場合は、組合に加入していることを証する書類、組

合が防災協定を結んでいることを証する書類を提出してください。 

 

【対象外となる事業】 

〇法令又は条例等において義務化されている整備内容は補助対象外です。 

〇これから新築、またはバリアフリー設備の整備を目的としない増築、改築を行う場合は、 

補助対象外です。 

〇過去に観光庁のバリアフリー化促進事業により改修した箇所と同一箇所の改修は 

補助対象外です。 

〇補助対象事業での整備する設備・機器は新品に限ります。中古品は、中古市場において 

価格設定の適正性が明確ではないため対象となりません。 
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（２）補助対象経費 

補助対象経費は、補助対象事業（バリアフリー化改修工事等）実施のために必要となる経費

であって、以下の①～③の条件を全て満たすものを対象とします。 

①使用目的が補助対象事業の遂行に必要なものと明確に特定できる経費 

②補助金交付決定以降の契約・発注により発生した経費 

③証拠書類・見積書等によって契約・支払金額が確認できる経費 

 

【対象外となる経費】 

以下に掲げる経費は補助対象外です。 

・宿泊事業者の人件費等の経常的経費 

・ランニングコストやレンタル・リース費用 

・コンサルティング経費 

・バリアフリー機能向上を伴わない、又はバリアフリー化に関連しない改修、設備等の更新、

交換等 

・建築基準法等に定める法定検査費用等 

・工事代金支払いのための振込手数料 

・予備部品等の購入費用 

・既存の法律により導入や設置が義務付けられている設備や施設の改修費用 
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５．補助対象事業の実施期間 

（１）補助対象事業（バリアフリー化改修工事等）の実施期間 
 

補助金の交付決定日から令和７年２月２８日まで 
 

※宿泊施設バリアフリー化促進事業計画の認定日からではありませんのでご注意ください。 

 

（２）補助対象事業の実施期間に関する注意事項 

(ア)実施期間内に、改修工事の完成だけでなく、引渡しと工事代金支払いまで全てを完了 

する必要があります。計画の策定に当たっては、当該期間で補助対象事業の完了が見込める

内容にて申請してください。 

また、補助金の交付決定日より前に工事等の注文や契約を行った場合、或いは、補助対象 

事業期間内に補助対象事業を完了できなかった場合は、最終的に補助金の交付を受けられな

い場合がありますのでご注意ください。 

 

(イ)補助対象事業が完了した日（工事の完成引渡しと取引業者への代金支払いまで）から３０

日以内に、工事前後の状況写真や経費の支払い状況等を取りまとめ、事業完了実績報告とし

て提出していただく必要があります。 

 

(ウ)補助対象事業完了実績報告を提出いただき次第、補助金の目的である宿泊施設のバリア 

フリー化が適切に図られているか内容を審査し、補助金額の確定手続きに入ります。 

なお、補助金額を確定するに当たり、書面審査に加えて、現地調査を行う場合があります。 
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6．事業のスキーム（業務フロー）  
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②計画の審査・認定 
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＜想定スケジュール＞     
 

① 応募（計画認定申請） 

【申請者→事務局】 
令和６年７月３１日（水）～８月３０日（金）17:00 

② 計画の審査・認定 

【事務局＋有識者】 
① の計画認定申請書の受領から随時実施 

③ 計画認定通知 

【事務局→申請者】 
① の計画認定申請書の受領から 1 ヶ月程度が目安 

④ 補助金交付申請 

【申請者 → 事務局】 
③の計画認定通知日から１週間以内に提出 

⑤ 補助金交付決定通知 

【事務局 → 申請者】 
④交付申請があり次第、随時交付を決定・通知 

⑥ 助対象事業の実施 

【申請者】 

⑤交付決定（通知）日以降、補助対象事業の発注・契約等

が可能 

令和７年２月 28 日までに補助対象事業完了（工事完成引

渡し、工事代金支払い、事業完了実績報告書提出まで） 

⑦ 事業完了実績報告 

【申請者 → 事務局】 

⑥の補助対象事業完了後３０日以内 

（遅くても令和７年２月２８日までに提出） 

⑧補助金の額の確定通知 

【事務局 → 申請者】 

⑦の事業完了実績報告があり次第、随時審査 

（必要に応じて現地調査）→補助金の額確定通知 

⑨補助金支払請求 

【申請者 → 事務局】 
同封の補助金支払請求書の修正の有無の連絡 

⑩補助金交付 

【事務局 → 申請者】 

補助金の支払請求があり次第、随時支払い 

（遅くても令和７年３月末まで） 

※上記スケジュールは、現時点における想定であり諸事情により変動する場合があります。 

※上記段階ごとに、観光庁の承諾を得ながら事業を進めさせていただきます。 
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７．公募（申請受付期間）及び提出先等  

（１）公募（申請受付）期間 
 

令和６年７月３１日（水）～令和６年８月３０日（金）１７：００【必着】 

 

 

（２）申請書提出先（問い合わせ先） 

 

令和６年度 宿泊施設インバウンド対応支援事業 事務局 

（東武トップツアーズ株式会社 官公庁事業部 内） 

〒108-0075 東京都港区港南 1-8-15 W ビル 18F 

担 当：北垣
き た が い

戸
と

・鷺谷
さ ぎ や

・滝沢
た き ざ わ

 

E-mail： shukuhaku_inbound2024@tobutoptours.co.jp 

電 話： 080‐1179‐9725／080-1179-9719 

受付時間：10：00～17：00（土曜日、日曜日、祝日を除く） 

申請書類は、下記のサイトよりアップロード下さい。 

https://form.run/@Barrier-free 

８．事業計画の認定  

（１） 宿泊施設バリアフリー化促進事業計画については、申請書類をもとに、有識者    

の意見を聞いた上で総合的に勘案する事項を審査の上、認定します。 
① 整備目標が現在の整備状況に比して高い目標であること。補助対象事業の実施に

必要な資金の調達方法において、本補助金以外の資金の占める割合が高いこと 
② 補助対象事業の具体的な内容が、宿泊施設のバリアフリー化を促進するため必要

なものであること 
③ 目標達成が見込まれる理由が合理的であること 
④ 宿泊施設の客室・共用部のバリアフリー化の状況についてホームページ等で情報

提供することや、高齢者、障害者等のバリアフリー化された客室を希望する利用

者に対し優先して利用させること等により積極的に高齢者、障害者等の利用を促

進すること 
 

（２） 上記に加えて、下記項目に関しても、総合的に審査させていただきます。 

① 過去の公募で認定を受けていない宿泊施設のバリアフリー化促進事業計画 
② 観光庁が実施する事業において、別の事業の補助を受けていない、もしくは受け

る予定がないバリアフリー化促進事業計画 
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９．審査結果（事業計画認定）の通知 

  審査の結果、宿泊施設バリアフリー化促進事業計画を認定した申請者に対しては、事業計画

認定通知書により通知するとともに、後日、観光庁ホームページにおいて認定の公表を行いま

す。 

  

１０．事業計画認定以降の手続き等 

（１）補助金の交付申請 

①計画認定後の交付申請 

宿泊施設バリアフリー化促進事業計画認定の通知を受けた申請者は、同認定通知書を受領し

てから１週間以内に、補助金交付申請書を提出していただきます。 

 

②申請時図面・事業内容通りの事業実施 

補助金交付申請は、認定された宿泊施設バリアフリー化促進事業計画のとおりの内容で申請 

されることを前提としています。このため、計画認定申請時に添付していただいた見積書（２

社以上）や図面等の事業内容を確認するための資料については原則として再提出を求めませ

ん。 

 

③交付申請後に交付決定通知書 

事務局では、補助金交付申請書の内容が適当と認められる場合は、申請者に対し補助金交付 

決定通知書により通知します。（補助金交付申請書が提出されてから２週間を目安とします） 

 

④交付決定金額について 

この段階で事務局が通知する補助金交付決定額は、予め補助限度額を明示するものであり最

終的な補助金支払額を約束するものではありません。また、実際の補助対象事業（バリアフ

リー化改修工事等）を実施し、使用経費が当初の予定を超えた場合であっても、通知された

補助金交付決定額を増額することはできません。 

 

※補助金交付申請書の作成に当たっては、原則として、消費税及び地方消費税額等仕入 

控除税額を減額して記載しなければなりません。 

（注）消費税等仕入控除税額とは 
 補助事業者が課税事業者（免税事業者及び簡易課税事業者以外）の場合、本事業に係る課税仕入

に伴い、消費税及び地方消費税の還付金が発生することになるため、この還付と補助金交付が重複

しないよう、課税仕入の際の消費税及び地方消費税相当額について、原則としてあらかじめ補助対

象経費から減額しておくこととします。この消費税及び地方消費税相当額を「消費税等仕入控除税

額」といいます。 
 

（２） 補助対象事業の実施と事業完了実績報告 
①事業の実施 

(ア)交付決定通知後の工事開始 

補助対象事業（バリアフリー化改修工事等）は補助金の交付決定通知後に開始してくだ

さい。交付決定日より前に、工事等の注文や契約を行った場合は、最終的に補助金の交

付を受けられない場合がありますのでご注意ください。 
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(イ)事業計画通りの工事実施 

補助対象事業（バリアフリー化改修工事等）は、認定を受けた宿泊施設バリアフリー化

促進事業計画に基づき実施してください。実際の工事施工に当たり、現場の状況等によ

り同計画通りの実施が困難であって事業内容を変更する必要がある場合は、同計画の変

更申請が必要となります。ただし、変更の内容が軽微である場合は、補助対象事業完了

実績報告時に当該内容を報告することとします。 

 

 

(ウ)法律や建築設計標準の踏襲 

補助対象事業（バリアフリー化改修工事等）の実施に当たっては、「高齢者、障害者等

の移動等の円滑化の促進に関する法律」等の関係法令や「高齢者、障害者等の円滑な移

動等に配慮した建築設計標準」等の宿泊施設のバリアフリー化に関する基準等を踏まえ

て、バリアフリー化に関してより高い効果が見込まれるものとなるように努めてくださ

い。 

 

②事業の完了・実績報告 
(ア)事業完了期限 

５．に示す補助対象事業の実施期間内にバリアフリー化改修工事の完成だけでなく、引渡

しと工事代金の支払いまで全てを完了する必要があります。期日までにこれらが完了しな

い場合は、最終的に補助金の交付を受けられない場合がありますのでご注意ください。 

 

(イ)事業完了後の報告期限 

補助対象事業が完了（工事の完成引渡し、代金の支払いまで）しましたら完了日から３

０日以内に、工事前後の状況写真や経費の支払い状況等を取りまとめ、事業完了実績報告

として提出してください。 

 

(ウ)事業完了実績報告書の提出 

観光庁では、補助対象事業完了実績報告を提出いただき次第、補助金の目的である宿泊

施設のバリアフリー化が適切に図られているか内容を審査し、交付すべき補助金額を確定

し、これを通知します。（事業完了実績報告書が提出されてから、１ヶ月程度を目安とし

ます）なお、補助金額を確定するに当たり、書面審査に加えて現地調査を行う場合があり

ます。 

 

（３）補助金の支払い請求 

①補助金支払請求書の発行 

補助金額の確定通知を受領した日から１週間以内に、補助金支払請求書(所定の書式)を提出 

してください。この場合、補助金の交付申請時に登録した口座にて請求してください。 

※補助金は経理上、交付を受けた事業年度における収益として計上するものであり、法人税

等の課税対象となります。 
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（４）補助金交付決定後の注意事項 

①虚偽の申請 

本事業に関して、虚偽の申請が発覚した場合は、事業計画の認定又は補助金の交付決定

後であっても、該当申請者の補助金の交付を取り消す場合があります。 

 

②補助対象事業の計画内容や経費の配分変更等 

補助金の交付決定を受けた後、本事業の経費の配分若しくは内容を変更しようとする場

合（軽微なものを除く）、本事業を中止又は廃止しようとする場合等には、事前に国土交

通大臣の承認を受けなければなりません。 

 

③遂行状況調査及び報告 

補助対象事業の実施期間中において、事業の遂行状況を月次で確認します。 

また、更に別途事務局が指示する場合は、期限（以下「遂行状況報告日」という）まで

の遂行状況について、遂行状況報告日から３０日以内に報告書を事務局へ提出していただ

きます。 

 

④関係書類の管理等 

補助事業に関する書類については、事業が完了した年度の翌年度から５年間、管理・保   

 存しなければなりません。 

 

⑤取得財産の管理等 

補助対象事業者は、取得財産について、一定の期間（＊）を経過するまでの間、大臣の   

承認を受けないで補助金の交付の目的に反して処分をしてはなりません。 

この一定の期間を経過するまでの間に所得財産の処分を行うとするときは、あらかじめ大    

臣の承認を受ける必要があります。 

この場合、原則として、残存価額に相当する額を返還することになります。 

 

（＊）補助金交付の目的及び減価償却資産の耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令 

第１５号）を勘案して、大臣が「補助事業者等が補助事業等により取得し、又は効用の 

増加した財産のうち処分を制限する財産及び補助事業等により取得し、又は効用の増加 

した財産の処分制限期間を定めた件」（平成２２年国土交通省告示第５０５号）で定めた

期間 ⇒ いわゆる法定耐用年数に相当する期間 

 

⑥立入検査 

本事業の実施状況確認のため、観光庁（又は観光庁の委託を受けた者）が実地検査を行   

 う場合があります。また、本事業終了後、会計検査院等による実地検査・監査が行われる  

場合があります。  

これらの検査等により、補助金等に係る予算執行の適正化に関する法律等の規定に違反 

した実態が明らかとなった場合、補助金の返還命令等の処分がなされる可能性があります。 

この場合は、補助対象事業者はこれに従わなければなりません。 
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１１．補助対象事業完了後の努力義務  

(１)情報の発信 

補助対象事業（バリアフリー化改修工事等）の完了後は、訪日外国人旅行者を含む高齢者・ 

障害者等が当該宿泊施設を利用できるかどうかを事前に把握できるように、補助対象事業の 

改修箇所を含めた宿泊施設のバリアフリー情報について、自社ウェブサイトに加え、海外への 

情報発信も可能となるような旅行業者も活用しながら、積極的な発信に努めてください。 

 

(２)情報発信のマニュアル 

発信するバリアフリー情報は「宿泊施設におけるバリアフリー情報発信のためのマニュアル※」

を参照の上、宿泊施設のセルフチェックにより的確に状況を把握するとともに、訪日 

外国人旅行者を含む高齢者・障害者等が、その心身の状況に応じて当該宿泊施設を利用できる

かどうか利用者本人が判断できるよう、写真や動画等も積極的に活用するなど分かりやすい 

内容となるよう努めてください。 

※参照ＵＲＬ https://www.mlit.go.jp/common/001255879.pdf 

 

(３)積極的な情報発信 

「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリー法）」に規定する 

建築物移動等円滑化基準に完全には適合しない客室であっても、一定の支援設備や人的対応等 

により、障害者等の利用が可能と考えられる客室については、その仕様等も含め積極的な発信

に努めてください。 

 

(４)事後調査のご協力 

観光庁では、本事業終了後にバリアフリー情報の発信状況を含め、バリアフリー化の総合事業

計画の進捗状況や高齢者・障害者等の利用状況等について、アンケート等のフォローアップ 

調査を予定していますので、ご協力をお願いします。 

１２．その他  

（１）反社会勢力との関係 
宿泊施設バリアフリー化促進事業計画認定申請書において、反社会的勢力との関係が無い 

ことを誓約いただきます 
 
（２）個人情報の管理 

本補助対象事業への応募に係る提出書類により観光庁が取得した個人情報については、 

以下の利用目的以外に利用することはありません。（ただし、法令等により提供を求め 

られた場合を除きます。） 

・本補助対象事業における補助対象事業者の審査・選考・事業管理のため（審査には、国 

（独立行政法人を含む。）及び申請書記載の金融機関等に対し、当該機関の実施する補助金、 

助成金の交付又は応募内容の異同の判断のため、情報提供する場合を含む。）。 

・認定後の事務連絡、資料送付、効果分析等のため。 

・応募情報を統計的に集計・分析し、応募者を識別・特定できない形態に加工した統計データ 

を作成するため。 
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（３）政治資金規正法 

「地域における受入環境整備促進事業補助金・観光振興事業費補助金（宿泊施設バリアフリー化  

促進事業）」は、政治資金規正法第２２条の３第１項による寄附制限の例外（試験研究、調査 

又は災害復旧に係るものその他性質上利益を伴わないもの）に該当するものと判断しています。 


